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フランスの統計組織

←一国立統計経済研究所 (L'I.副社utNational de la Statistiquc ct des 

Etudes Economiques，略称1.N. S. E. E.)の活動を中心Eして一一

五十嵐光男

I.N.S.E.E の主任研究官 ChristianSautterは，EC01Wmie et Statistique 

誌 (No.45， 1973年5月〕上で日本の統計組織について論評している九 その内

容を要約すれば，統計調査員組織および統計職員一般の処遇の問題，統計調査

の総合調整がきわめて不十分であること，すなわち行政管理庁統計主幹の弱体，

統計生産における「過当競争」の問題，各種統計聞の整合性の欠如などがその

主要な論点である。

ところで，これらの指摘は日本の統計家にとって別に目新しいものではなし

日本の統計組織り危機を構成する要因として，絶えずとりあげられてきた問題

であるが，現実はいっこうに改善されτいない。

本稿は，前述の日本の統計組織にたいする論評の背景にある，フヲ Yスの統

計組織の現状とそのい〈つかの特徴を紹介するものである。

叙述の順序はつぎのとおりである。

1. 1.N.S.E.E り成立前後甲状況

E 統計幹部職員四養成一一国立統計経済行政大学

m. 1. N. S.E. E.の内部組識とその役割，ならびに総合調整機能

IV 統計情報の利用者へのサービス活動 地域情報センター

V 結び

参考文献

1) C. Sautter.“L'organisation de la statistique japonaise "，五回namieet statistique， No. 
45， 1973年5月②同論文の拙訳「フラゾス人のみた日本の統計組織J桃山学院大学産業貿易研究
所報第四号I 197'併手11月@
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なお本稿り性格上，煩雑をさける意味で，原則として文献をそのつど指摘すること

はやめ，末尾に一括してあげておいた。また，年表は紙数の関係上，省略した。

1 I.N.S.E.E.の成立前後の状況

フランスにはじめて統計局が設立されたのは五執政官政府 (1795-99年〕の時

代である。それは時に 時消滅したこどもあったが. 1840年商業省に所属する

ことになり，フラ Y ス一般統計局 (StatistiqueGenerale de la France，略称 S.G.F.) 

と名づけられた。 1906年労働省が創設されると. S.G.F は商業省から労働省

に所属をかえ. 1941年国家統計局 (ServiceNational des Statistiques，略称 S.N.S.) 

が誕生するまで約一世紀問存続した。しかしその実体は，物的にも人的にもは

なはだ貧弱なものであった。

S.G.Fの権限は， フヲ γスの統計機構が今日同様「分散型」であったため，次り

ようなものであった。

(1) 特定の政府機関田権限に属さない大調査を実施し集計すること(例えば人口セン

サス〕。

但〕 戸籍統計の分析と公表。

(3) 物価の観察。物価指数，生産指数の計算。

住) 行政機関全体の統計業務を総合調整し，そD業務結果を分析し，そ白要tZを月報
や年鑑等の綜合刊行物に公表すること。

1941年，国立統計経済研究所(1.N. S. E. E.)設立への胎動がはじまる。 1940

年， ドイツ占領下で解体された旧募兵局にかわり，その役割をひきつく二非軍

事的な形態にカムフラージzされた政府機関として，人口局(Servi白血laDemo咽

graphie)が設立された(カムフヲーシュのため，陸軍省ではなく国家経済省に所属〕。

その結果，フラ Y ス一般統計局と人口局はし、ずれも国家経済省に所属し，し

かも人口統計にかんして殆んど同じ権限をもつことになったロまた一方，フラ

ンス一般統計局はその職員の資質の優秀吉にもかかわらず，職員数が少くまた

物的に装備があまりに貧弱なため，本来の役割をはたすζ とができず，他面，
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統計情報にたいする必要性はますます大となってきた。

そζ で翌1941年，人口局はフラ γス一般統計局と合併きれ，人的物的に装備

の土り充実じた，主た大幅に権限の拡大きれた機関として， 国家統計局 (S.N

5.)がうまれた。

S. N. 5.の初代局長は人口局の局長であった陸軍総需督官 (contrdleurgen台al)

Ren品Carmi11eであった。彼は陵軍省における統計会計機利用 (mecanographie)の

草分けで iLaMecanog四 phiedans les AdministrationsJ， 1936年干1]，という著書

がある。彼は解放軍準備のため，ナチス占領下で募兵業務をつづけようとして逮捕さ

れ， 1944年流刑地で死亡した。

国家統計局の組織上の特色は，本庁 (D印刷long.白 erale)のほかに，地域局が

おかれたことである。それはいくつかの県をまとめたJ経済地域を単位におかれ

た地方事務所であり，国家統計局の発足時に16カ所におかれ，他に 3カ所が準

備された。 これは人口局の遺産であり， 一般統計局の地方機関が O伍cede 

Statistique de Strasbourgただ一つであったのにたいし，本当の意味で地方に

実査機関網をもっ乙ととなった。

1946年， 国家統計局は外国経済部 (Sel-vicedes Economies Etrangむ国入景気

研究所 (Institutde Conjoncture， 1938年設立〉と統合され， 国立統計経済研究所

(1. N. S. E. E.)が誕生した。ここに戦後のフラ Yス白統計活動がはじまる。

しかし. 1. N. S.E.Eーがその発足時におかれた状況は非常にきびしいもので

あったo1. N. S. E.E.の初代総裁 F.-L.Closon (在職期間 1946-61年〉は，当

時を回想してrI.N. S. E. E の設立を企画した二人の政治家(国家経済大臣

Andre Philip，政務次官 AlbertGazierを指す筆者註)は，世論の動向，そのと徐

々に顕在化Lた強いニードにたし、し，数年間先行していたJ，また， Iある個人

的な確信をもっていなければ， 1.N.S.E.E の総裁は，彼のおこなう活動が秘

教的なものであり，その圏にとっては非常に高価な，結局のところむしろ非難

されるべきものである， という思いをいだいたかもしれない」とのべ，当時の

状況について次のような指摘をおこなっている。
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表1 I.N.S.E.Eの職員数の推移

年 次 |予算人員

1940 7038 

1946 5446 

1950 3020 

19112 2862 

1956 2862 

1960 ( 1月1日現在〕 2736 

1968 ( Jツ 〕 2836 

1967 ( Zケ 〕 3254 

1970 ( 1/ 〕 4414 

1971 ( d少 〕 4日08

E印刷用ieet s却 tistique，No. 24， 
1971年6月 IXベージ。

左表にみられるように.I.N.S.E.E. '"初期の諾年次
に人員数が減少しているのは，旧募兵同，その他旧陸軍

出身の職員が也へ吸収されたことを示している。 1962
年いご.I.N.S.E.E目の職員数が増加しはじめるが，
それはその年に人口センサス，その他D大調査がおこ

なわれたこと および主管業務の拡大によるものであ

る.制えば. 1961午に S.E.E.Fの一部がI.N.S
E.Eに所属し， 国民勘定。作成，中期予測の技術上
田準備作業が LN.S.E.Eに移管されたa また1962
年に最初の電軍機がI.N.S.E.E.に設置され， なお
この年から製造業経営者景気且通L調査が毎月おこな

われ畠ことになった。

(1) 職員は出身を異にするさまざまの人間古らなり， そのかなわの部分が

Vichy政府の旧陸軍出身者であった。 したがって， 統計や経済の専問家が不

足していた。

(2) 1. N. S. E. E の地方組織は，バリの中央官庁からも地方の知事からも，

統計行政にたいする無型鮮のためまったく相手にされず， また Vichy政府か

らひきついだ地方機関は時代おくれのものであった。

(3) フフ γ スは既に戦前から他国に〈らべ，統計や経済の数量化にたし、する

関心がきわめて低く，非常にたもおくれていた九 それ故. I.N.S.E.E.の設

立は実業界においても官庁の世界においても歓迎されず，また統計調査にたい

する一般社会の理昌平協力も非常に低<.人口，農業，工業，流通にかんする大

調杏を無用なぜいたく物と考える風潮が支配的であったn

2) 第2次大戦終結時におけるフラシ久の経済学のたちお〈れ，ならびにそのごの経済学研究の復

興り事情については，例えば.A副首:Marchal，La戸nseeec酎閉山'queen France depuis 

1945， P. U. F. 1953を参照。 なお， Robert Fossaert， L'avenir du capitalisme， Editions. 
du Seuil， 1田1.(Rフオセール「資本主義の将来」河野健二回服部春彦共訳，岩波書官 196_~ 

年】の序言末尾の. ，さレごに，克服すべき別の困難もあった。フラ γスでは，経済はまだ.た

とい世が左翼であろうと「紳士」の教葺のなかに入っていない。 Jといラ 節は，アラゾ λ
における経済学の一世世人にたいする関係を示した好例であろう a
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以上のようなフランスの特殊な社会的風土白故に，統計業務上田要職にある人たち

が，センサス白調査票にたいする回答主任意なもりにLょうと考えるほとてあヲおと

いう。

このようにきわめて困難な状況におかれたI.N.S. E. E.は， その活動の初

期において，まず統計幹部職員の養成の問題にとりくまねばならなかったので

ある。

1I 統計幹部職員の養成一一国立統計経済行政大学

国家統計局は1942年，上級幹部職員 (administrateur，attachのを養成する必要

から，研修所 Ecoled' Applicationを創設したが， 1946年いごI.N. S.E. E が

これをひきつぎ，修学年限を2年に延長するとともに，学科内容を改善した。

この研修所はフランス人官吏となる学生のほかに 2種類の学生をうけいれ

た。すなわち 1つは外国政府の派遣する外国人官吏学生であり，いま 1つは

フランス人聴講生〔非官吏〕であり， 1955年いご後者の数は増加していった。こ

れは民閣調査機関の発展，企業におけるOR部門の発展が統計学と経済学の知

識をかねそなえた人材を必要としはじめたからであり，フランエの社会におい

て経済や統計の問題にたいする関心が漸く大きくなってきたことを物語ってい

る。それ故 Ecoled'Applicationは事実上，政府部門ならびに民間部門のため

に幹部職員を養成する高等教育機関と Lての性格をもつことになった。

ζのような事情から， 1960年 Ecoled' Applicationは国立統計経済行政大学

(Ecole national de la Statistique et de l'Administration economique，略称 E.N.S.

A. E.)に改組され，この時から企業のために統計家，エコノミストの上級幹部

を養成するという使命はエクスプリシ γ トなものとなり，また統計学，計量経

済学等り技術の発展を考慮Lて修学年数が延長され，教育内容がさらに拡充さ

れた。 E.N. S.A. E.はここにグラ γ ド・ゼコーノレ (grandesecコles)への一歩を

ふみだしたのであるロ

入学者数の推移についてみると， 1960年14人， 1958年64人と非常に少なかったが，
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1960年の改組いご急速にふえ，とくに attache養成部門(後述〕において著るしし、。

1970-71学年度の学生数は4佃余人にたっ Lている。

つ吉に， E. N.S. A.E. 0)現在の教育の実態を簡単にみ℃みよう。本大学は，

第一類=経済統計家と I;N.S. E.E の adrninist日teur養成部門，第二類二統

~I 実務の幹部職員と1.N. S. E. E. 0) attachる養成部門， の2部門からなって

L 、る。

1. N. S.E.E.の職階は，上位から 1)adrninistrateur， 2) attache， 3) controleur， 

4) cc皿 mis，5) agent de bureauの序列になっている。

第 1類ほ政府機関中大企業の高級幹部になる経済統計家の養成を目的とL.

理科系の教育をうけた学生〔理科系のグラ y ド・ゼコール，とくにエコール・

ポリテクエクの卒業生 (T)，数学講師資格者 CT)Cma"問自民間cesma出血a.

hqu田)，理科系グランド・ゼコール数学準備クラλAとA'の学生J，経済学

の教育をうけた学生(経済学士)， および LN.S.E.E.の attacheを募集の対

象とするくTを付したも申は資格入学，その他はきびしい入学試験が課される〉。

学科目は主として， (1)数学と統計学(理論と応用)， (2)経済学，の 2本の柱を

軌として組まれ，修学年数は3ヵ年である。しかし第1年次は，出身や既得知

識の内容を異にする学生が2， 3年次の学習についていけるようにするための

補宵期間であり，グヲ Y ド・ゼコ ノレの卒業生には免除されるロ

第2類は，経済学または数学の高等教育2年修了の学生， および1.N.S. E 

E.の contrdleurを対象とし，いずれも入学試験が課される。修学年数は 2カ

年で， 学科内容の配分は， (1)既習四大学教育の補完〔経清系出身者には数学，数

学系出身者には経済学)， (2)統計学(理論と応用)， (3)実習教育， (4)情報科学(1'in.

formatique)と経営管理の 4つの柱を中心と L， 1年次は理論， 2年次は実習に

重点がおかれている。

2年次には 2ヵ月半の現場研修 1カ月干のつンピt ター講習フケース・スタ

ディがおとなわれる。

いま第1類と第2類の相違をのべれば，第l類修了者は統計の「開発の専門
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家J(ingenieur de concept四，)であり，第 2類修了者は統計の「生産の専門家J

(ingenieur de fabricatio旧〕であるといわれる。すなわち，前者はデータの生産・

処理加工・分析のための新しい手法の開発，調企の企画・立案，データ・ハン

クや地域情報センター(後述〉における情報管理組織の開発， I.N.S.E.Eや経

済計画庁における政策決定のための巨視経済学的研究，また民間においては，

経営政策のための OR，計量モテノレの開発等，研究開発次元での仕事を担当し

ている。

これにたいし後者は，主として統計実務の分野を掌握し，調査票の作成，調

杏員網・集計作業の指揮監督など実査の面で指導的役割をはたし，また地域開

発機関や業界団体の機関において経済関係の情報管理業務を担当1.-，市場調査

機関や企業等の民間部門においても類似の機能をはたしている。

以上のように E.N.S.A.E.の卒業生は， I.N. S.E.E はいうまでもな<， 

各省の統計部課，経済計画庁など官庁の世界において指導的地位にあるのみな

らず，地域開発機関，商業会議所など公共または準公共機関，国有または民間

の製造企業，半官または民間の経済調査機関，金融，商業関係など，社会の広

汎な分野で指導的役割をはたしている。

表11 I.N.S.E.Eの職員数と構成
(1970年10月31臼現在〉

|幹部AI 幹部 BI 幹部cl 幹部~非常勤職員| 合計
最古 局
(Direction gen白ale)

384 200 185 137 349 1255 

地域局と海外フラン圏局
(Directions regionales et 181 319 1071 858 1685 4114 
directions d'outre-mer) 

I. N. S.E. E 合言十 565 519 1256 995 2034 5369 

他の行政機関へ出向の職員 44 1 4 l 50 

総計 20|醐| 却34| 出

&問問l-ieet statistuzue. No. 24， 1971年6月， IXペ 三人
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このことはひいては， 1. N. S. E. Eの統計活動における総合調整の機能を高

め，また一般社会の統計活動にたいする理解，協力を促進するラえで大いに役

だってきたのである。

III 1. N. S. E. E.の内部組織とその役割，ならびに総合調整機能

前節でのペた教育活動とならんで， 1.N.S.E.Eの存在が市民権を獲得する

うえで大きく寄与したものは，経済計画の思想の定着化であり，その基盤とし

ての統計の必要性であλた。

第 4 次経済計画 (1962~65年〕の実施いご，計画化本部 (Commissariat G白血l

du Plan)の「一般経済財政委員会」に統計グループが設けられるようになった。

このグノレープは経済計画作成時に，現行経済計画の実施，次期経済計画の準備

作業に必要な情報基盤を改善・拡充するため，新たにおこなうべき統計調査の

プログラムを作成し，また計画実施期間中このプログラムにもとづいて統計作

業の年次計画を毎年提案した。 ところでこの統計グループは1.N. S. E. E.の

総裁の主宰下にあり，事務局の仕事も1.N. S.E. E が担当した。

現行第 6 次経済計画 (1971~75年〉の計画案作成時において計画化経済情報委

員会が創設され，その作業グノレ プが1971年初に作成した行政機関の統計情報

にかんする中期計画についての報告書において，計画期間中に優先しておこな

うべき統計作業のプログラムを提示している。このプログラムは， 16の分野，

すなわち(1)統計単位のリ月ト，および分類案， (2)雇用統計，教育統計，職業教

育統計， (3)所得統計. (4)商業統計， (5)サービス. (6)工業統計， (7)保健， (8)社会

活動， (9)住居，同物価統計，制消費と貯蓄， ω農業統計，同文化ー九ポーツ・
社会教育活動，同人口統計，同外国貿易，側金融統計について，改善すべき点，

新たに実施すべき統計調査を詳細に指摘している。

そのうちいままでに実現された主なものをあげれば，商工業関係の事業所・企業り

統一リスト (projetSirèDf~> 19n年入新しい経済活動・商品分類 (1974年).四半期

別経済勘定(1973年)，社会統計体系 (DonneesSociales， 1973年)， 年次予測むため
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白国民勘定推計モデル MASCOTE(1973年)， 種々の「普及のための情報処理γステ

ムJ，および情報検索システム(後述)， OER絹0設置〈後述)，などがそれであるロ

ζの経済情報委員会の仕事は国家統計審議会 (1町2年設置，後述〕にひきつが

れるが，いずれにしても1.N.S. E. E.は，各種計画化委員会， とくにその作

業グル プ (groupetechnique)の責任主体であり，討議資料，各種報告書の作

成にあたっている。 また1.N.S. E. E は計画化本部の要請により，*，数の詳

細な経済分析の作業に従事L.，各種計画機関にたいして経済調査機関の役割を

はたしている。

とのほか1.N.S. E.E.の administrateurは直接計画機関や各省、の統計部局

ヘ出向し(表JI)，各行政分野の政策決定に必要な統計調査や研究において指導

的な役割をはたすとともに， 1. N.S. E. E.の統計調査における総合調整の機能

を高めている。

このように1.N.S.E.E は， 各行政機関， とくに計画化本部や予測局と緊

密に連係して作業L.，経済計画の編成作業において基本的な予測作業，その主
ずアリアνト

な変種の計測をおこない(第6次経済計画の編成において用いられた物量金融モデ

ノレ FiFiモデルの開発)， それを通じて計画編成作業の基盤をなす国民経済計算

体系の整備，基礎的な統計情報の空隙のチ z ックをおこなっている。国民経済

計算を軸とする統計体系整備の方向はフランスの特徴であり， 1. N. S， E. E.は

それにおいて主導的な役割をはたしている。

つぎに I.N.S.E.E.の活動をより具体的に明らかにするため， その内部組

織をみて4ょう。

LN.S.E.E.は，総局 (Directiangen的 le)，21の地域局 (Dicectιon::5cegionales)， 

地域情報七ンター (OER)とからなっているが， いうまでもなくその中心は総

局である。そこで総局白内部組織，ならびに各部局の業務を簡単に考察する。

総局の内部組織も LN.S.E.E の活動の拡大とともに改組をかきねてきたが， と

くに1968，9年ごろをきかいとして大きく変化している。ここで紹介するのはもちろ

ん現行白組織である(フヲ γス大使館情報部よりえた官庁一覧による〉。
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総局は divisionを単位とし. それが集まって d品partement(ときとして小規

模のばあいは service)を形成し J département~ service.独立の divisionがあつ

まって direc;tionを構成する。総局はつぎの 3つの direction. 2つの depar-

tement (これは di閏 ctionに属しない総裁直属のもり〕と J Secr品tariatg加古a!，お

よび砦干の付属機関から構成されている。すなわち，

Secr品tariatg品目ra!(総事務局〉

Direction des Syntheses economiques (経済総合局〉

Direction de la Statistique generale C一般統計局〕

Departement de la Coordination Statistlque et Comptable <統計会計総合調

整部)

Departement de la Diffusion (情報普及部〕

Direction de la Production (情報処理技術局〕

付属機関

統計経済行政大学 (ENSAE)

Conseil National de la Statistique (国家統計審議会〉

Centre d'Enregistrement et de Revision des Formulaires Administratifs 

(行政書式登録改訂センター〉

Secretariat generalは人事部，協力部，その他の課からなり. I.N.S.E.E 

の人事政策，会計，建物その他資材り管理，発展途上国にたいする統計上の技

術援助，海外諸県，海外領土における統計調査の企画・実施，海外諸県の統計

部局り指導管理がそり主な業務である。

Direction des Synth品目品conoffilquesでは，国民勘定にかんする年次報告

書の作成，四半期別国民勘定の推計，景気分析，短期・長期の予測，一般均衡

への配慮を必要とする特殊研究等がおとなわれている。

Direction de la Statistique g.白昼raleは，人口・家計部，企業部，貿易・金

融課からなり，主な業務は， (1)家計と企業について利用可能な情報を蒐集，分

析し， それを総合編集すること， (2) I.N.S.E.E が直接おこなう統計調査の
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企画・実施，その結果の研究である。

すなわち，家計と企業にかんする統計体系の総合調整への参画・指導，統計

単位の一般リストの作成，家計にたいする統計調査(センサス，標本調査〉と，

ある種類の企業にたいする統計調査の企画・実施・分析;人口・経済・社会的

変動にかんする一般指標の作成〈物価，生産，賃金，雇用など);他の行政機関が

作成した家言!と企業にかんする一般的カードの統計目的のための利用，家計と

企業にかんする国民勘定の作成2人口，経済，社会のと〈仁予測を目的とする

研究〈家計の生活条件，雇用，所得，企業m世界の構造と発展のメカ zズム等〕がその

業務の内容である。

Departement de Ia Coordination statistique et comptableの業務は，経済

情報の利用者と行政機関の統計を生産する部課と連係して，官庁全体の中期統

計拡充計画の基本的方向づけをおこなうよと，官庁全体の統計調査，統計作業

の年次計画の編成と調整，国家統計審議会の事務局;行政機関における情報シ

エテムの開発の調整;国民経済計算の作業の調整と推進;統計・会計機構の能

率改善〔物的手段， プラ γ ・コ y タブノレ(統一会計規員U)，概念と分類体系J;行

政書式登録改訂センター，国際機関との連絡事務等である。

Departement de la Di耳目100はその名の示すように情報の普及にかんする

業務を担当し，普及すべき統計情報の蒐集・分析・貯蔵，普及のための情報γ
〆

λテムの開発;LN.S.E.E の資料フォ Y ドt著作，定期刊行物〉の組織化と管

理，全国・地域関係刊行物にかんするI.N.S.E.Eの方針の決定，全国関係刊

行物の編集と出版，経済情報の種々の利用者と I.N.S.E.E.の関係の調整と組

織化，対報道関係;総局に提起きれる 般の情報需要に回答すること，地域の

情報普及部，とくに地域情報セYター (OER)の活動の推進と調整;I.N.S.E. 

Eの情報普及業務により明らかにされた経済関係の情報需要の分析，をおこな

っているo

さいごに. Direction de la Productionは，地域研究部と情報科学部の 2つ

の部からなり.統計作業における電算機ならびにその利用について研究し，ま
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た1.N. S. E. E.の地方出先機関や国家情報処理センターはその管轄下にあ

る。

I. N. S. E. E. 0)総局は，大体以上のような活動をLているが. 1969年5月か

ら. 1. N.S. E. E.発足いらいの機関誌 Etudeset Conjonctureが廃刊された。

そしてそれに代り Lescollections de l' 1. N. S. E. E. (人ロと雇用，家計，企

業，勘定k計画化，地域の 5ジリ[ズからなり，統計集である)， Annales de l'insee 

(計量経済学，数理統計学関閣の理論誌l. Tendances de la印 njonctureC景気分析

関係D統計資料集l. lnform叫附'lSrapides (前記の速報版). Economie et statis-

uqueの各誌が発行されることになった。なかでも Economieet statistique誌

は.I.N.S.E.E.の中核的な機関誌であり，専問家のみならず一般の人びとに

も1.N.S.E.E.ならびにフラン旦の他の統計機関，外国の統計機関の調査研

究の成果を平易に要約紹介し，フラ γスの統計活動を展望するうえで必須の案

内書である。

つぎに統計体系の整備，統計調査の総合調整の問題と関連して.I.N.S.E.E. 

の付属機関である国家統計審議会 (Consei1national de la statistique)の役割につ

いて考察しよう。

1951年に公布された「統計の申告義務. 調整および秘密保護にかんする法

律」は，官庁が個人や企業にたU、して実施する義務的な性格の統計調査につい

ての手続をとりきめ， そのために統計調査調整委員会 (Co即時 decoordination 

des enquet田抽出tiques)が設けられた。この委員会は毎年秋に分野別の部会と

総会を聞き，官庁統計調査の年次計画を作成した。しかし当委員会の官庁統計

体系の発展にかんする所見には，次のような制約があった。

すなわち，純統計的業務にかんすることのみが当調整委員会の権限に属し，

したがって行政事務の延長上でおこなわれるいっさいの統計業務，いわゆる第

二義統計はその権限外にあったこと，さらに純統計的業務においても，調査対

象が民間のひとまたは法人であるばあいに限られていたこと，また当調整委員

会の所見は統計調査の年次計画にかんするものであり，官庁統計体系の中期の
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方向づけは問題にしていない ζ とがそれである。

なお調整委員会には，義務的な性格の統計調査にたいする無回答，または不完全な

回答にかんする問題を処理する訴訟委員会がおかれていたn

そこで1972年末，調整委員会は廃止きれて国家統計審議会が設立され，権限

が大幅に拡大されたの当審議会の設立は第6次経済計画経済情報委員会が進言

していたものであり，またそれは上記委員会の活動をひきつぐものでもあった。

国家統計審議会は，官庁の統計業務について，これら業務の責任部局と情報

の利用者とのあいだの話しあいの場を設定することを使命とし，主として次の

ような問題について審議し意見をのベる。

一一官庁の統計業務の一般的発展とその年次別配分(年次計画と中期の方向づ

け〕

ー←セ Yサス，調査，および行政事務から生ずるデータの集計の計画;この

計画の実施により得られる情報の性質と，その表章様式，一般的な範囲の

統計解析の計画。

一一官庁統計の作成方法にくわえうる改善。

一一主要な経済的社会的分類体系の構想，改訂。

←ー官庁が直接おこなわない統計業務，すなわも，業界団体に委託された業

務，または官庁が資金をだし民問機関に委託した業務u

←一統計生産のすべての段階，とくに情報普及の段階。

なお，官庁が実施した統計業務の評画・総括，これから先数年次にわたる方

向づけを内容左する報告書が，毎年当審議会に付託され，それに当審議会の部

会，構成員個人またはグループの所見が加えられ，経済財政大臣の名で発表さ

れている。

さいごに，当審議会は既述のように統計調査調整委員会の機能をひきついで

いるだけでなく. 11. N. S. E. E.，経済関係行政機関，業界団体，社会団体間の

連絡委員会J (1964年12月設置〕の権限をもひきついでいることを指摘しておこ

う。
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との連絡委員会の役割は，所得統計の意味と範囲，所得統計の作成方法に〈わえう

る改善について討議することであり，官庁内部および外部の委員D積極的な参加によ

り，すべての所得統計，および若干の雇用統計にかんする特別な情報の交換，研究の

場を提供していた。

IV 統計情報の利用者へのサービス活動一一地域情報センヲー

統計調査により情報を一方的に吸いあげるだけでなく，調査結果を一般利用

者にかえし，利用者の情報ニ ドの内容を具体的にしることをとおして統計体

系を整備していくために. 1967年から地域情報セγ タ (Observatoire economi-

que 拍gional，略称 OER)が設けられた。これは OERという名称から想像され

るように，地域の社会一経済0実体を観察し，種々の調査をおこなう機関では

なくにの仕事は LN. S. E. E. 0:;地域局が担当している). 広〈一般利用者に統計

情報を提供する ζ とを目的とする機関， すなわち経済的社会的分野における

centres publics de documentatiun et d'informationである。

OERは「国土整備地域開発調査団J(Delegation a l'a曲面lag田町tdu territoire 

et a l'action regionale)の勧告でI.N.S.E.E内に設けられ，情報普及活動を担

当していた1.N.S. E. E の地域局の情報室くbureauxd'information)をひきつぎ，

管轄業務，設備を拡大充実したものである。現在 OER網はほぼ完成し. 1975 

年末までに22の地域にそれぞれ1つ配置される予定である。

OERはすべての地理的レヴェノレの経済， 社会関係の情報を動員するために，

政府機関ならびに民問機関が各地域でおこなったすべての統計調査結果や経済

の種々の実態調査，および全国的調査・研究結果の目録を作成し，また大量の

資料を所蔵している。その所蔵する資料の対象分野も人口，保健，教育，雇用，

企業の設立，企業の活動・取引，家計の生活条件・レジャー・旅行などきわめ

て広範囲にわたり，所蔵していないものについては，資料目録により珂係機関

への仲介のサービスをおこなっている。

OERの提供する情報は. 1. N. S. E. E.の統計刊行物(このうち地域関係自干I
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地域経済情報センターの地域別配置

(1975年末に予定される状況〉

大地域単位 (grandeunite. interregionale)のOER所在池.
〔太線一大地域，細線一地域，点線県筆者註〉
その他の O.E.R 
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行物は OERが編集している)，その他の機関の統計刊行物，および種々の経済報

告書，研究，モノグラフにとどまらず，民主大な量にのぼる未刊行の統計衰を利

用者の便に供している。(フランスにおいて統計調査結果のうち刊行物~l-て公表き

れるもりは，情報量の5%にすぎないといわれている。〕

各 OERは田万~100万の未公表の統計表をマイクロ・フィルムのかたちで

所蔵し，また殆んど同数の旧い時代の未公表の統計調査結果を紙のかたちで保

存している。 これらの統計刊行物中未刊行の統計表のマイクロ・フィノレムは

〈前述のl日い時代のものについては整理がすすめられている)， OERで無料で閲覧に

供され，またマイクロ・フィルムのフォト・コピーが有料で提供される。

またI.N.S.E.E の情報処理センター (centresinformatiques)には，種々の

統計調査の集計用カード(晶品目田町田ploi凶目的が貯蔵され， 利用者の要求に

応じて有料で， 特定の目的に適合したいurm白 ure=あつらえの)再集計のサ

ビスもおこなわれる。

こり種のサービスをより安価に提供し，また情報需要者。要求の内容にできるかぎ

り応えうるようにするため，情報処理技術の単純化・標準化による，いくつかの「普

及のためり情報処理システムJ(lC8 sys時mcsd'informat問1.pour la 占古田ion)が I

N.S.E.E において開発されている。例えぽ， ARGOS (地区別組替え集計)， Statis. 

t叩 leet indicateurs des regions francaises (SIRF; 地域~I]， 県別系列の作成と加

工処理)， Systeme informatique pour Ja conjoncture (SIC; 時系列の加工処理〕

がそれである。

情報需要者は，書面，電話，テレックスで OERに情報をもとめることがで

きるが，また直接 OERに出向き相談することもできる。 OERはドキュメ γ

タリストをおき，訪問者に情報検索，統計表や統計専問用語の解説，問題解決

の相談にあたらせ，情報需要者との対話の機会を設け，できうるかぎり利用者

の層をひろげるように努力している。

1. N.S. E.E.では電算機による統計情報の検索ツステムとして rSphinxJという名

のシステムが開発・利用されている。(図E参照〉
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図II OERの使用するデ タ通信網

情報樟需システム

⑧ 中央電子計算機
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OERはつぎ白ようにご重のデータ通信網を利用することができる.
一一←情報検索はS出 lnXとよばれるオ トマチックなジステムを用いている o Orleansに置かれて

いる中央電算機(ま，大量の情報のνファνγス(データ自体ではない〉を貯蔵している.
一一一杭計調査結果は電算機に入力され， 処理される。J.N.S.E.Eはそのために5台の電車機を
もち，それはすべての地域局の端末機とつながれている。 OERはこ申回線を利用できる.
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さいごに OERの実際の利用状況を 1973年第4・4半期のデータによりみて

みよう。

この期間に地方の OERが受理した情報需要件数は 21，695伴(パリに Obse工ー

vatoireが設立されるのを手定して， 1. N. S.E. E り地域局が受理した約18，000件は含ま

れていない)で， そのうち電話によるもの51%. 訪問によるもの28%. 書面に

上るもの21%で，はじめての利用者は全体の約%を占めている。

情報需要者の種類別内訳は，

企業，銀行，企業を代表する機関 33% 

政府機関，地方公共団体，地域開発機関 20% 

教師，学生，生徒

個人，自由職業従事者

上記のもの以外の占める比率は小さし

21% 

18% 

新聞社2%，

組合0.6%，1. N. S. E. E 自体の部課3%である。

また質問の対象分野111]内訳は，

人口統計

指数〔物価，およびその他の指数〕

事業所名簿，および事業所統計

設備，住宅，都市f化現象

雇用と教育

24% 

22% 

7% 

4% 

5% 

給与と所得 3% 

製造業，運輸，商業，サーピス，農業，漁業 9% 

家計の生活条件E設備，観光正レジャー 3% 

その他 23% 

種々の協会1.5%，労働

何人の質問の内容は，指数にかんするものが%を占め，物価指数40%，その他の指

数20%となっている。これはインデタセーション条項(例えば終身年金など〕による

ものである。

質問の対象地域別の内訳はつぎのとおりである。
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質問の対象地域 人に口センサス |i 源その他よの資回料答
よる回答 にる

フヲンス全土 20% 55% 

地1虫または県 22% 29% 

小郡 (canton)，市町村 (commune)，区(quartier) 58% 14% 

タト 国 2% 

~t 100% 100% 

以上の OER0)利用状況にかんするデータはすべて，経済情報利用り不完全な尺度

でしかないことに注意しなければならない。なぜならば， それには 1.N.S.E.E.の

統計月報やそり他の刊行物のルートによる統計情報D利用が含まれていないからであ

り，新聞社等0)QER利用白低さはそり一例である。

以上のように， OERは統計情報の一般利用者=被調査者への還元，情報普

及活動の推進機関であるが〔被調査者の統計調査への協力の促進λ また他面， そ

れは利用者，情報需要者との接触を通じて，統計情報にたいする要求の内容を

具体的に知り，いわば統計調査機構におけるフィ ド・パック機能をになうも

のである。それは国家統計審議会とともに，社会の要求する統計体系を築いて

いく上で大きな役割をはたしているのである。

V 結び

以上， 戦後のフランスの統計制度について 1.N.S. E. E.の活動を中心とし

て概観したが，本稿ではも勺{:fら組織の発展に焦点をおき，種々の分野におけ

る統計調査の内容の検討，展開については論じることができなかった。この問

題については，フラ γスの国民経済計算体系の問題もふくめて改めて考察して

みたい。

ただ最近のフランスの統計活動の一つの特徴として注意すべきことは，統計

情報の被調査者への還元， 被調査者の負担軽減のための努力である(いうまで

もなしこれは統計の正確性り必要条件である〉。とくに被調査者の負担軽減と関連

Lて，最近では行政資料の利用，すなわち第二義統計の開発に大きな努力がは
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らわれているよ7であり，そのために行政書式の改善，行政部局聞における情
報の掴互利用の促進，すなわち，行政部局聞における概念，定義，分類体系の

調整中，統計単位リストの統一化，共通の identifiants(索引語〕の利用など，

種々の作業がすすめられている。
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